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21.前回作業会での議論状況および検討の進め方

○ 近年、中部エリアよりも西側のエリアにおいて、相対的に価格競争力のある電源の供給力が増したこと等により、中部
関西間連系線の市場分断の発生率が上昇している。特に、昼夜別の評価では、夜間の分断コマ数が増加している。

○ 2026年度の中地域交流ループ運用の開始によって中部関西間連系線の周波数維持制約は解消予定となってい
る。そのため、システム改修等を伴わない短期的な運用容量拡大策として、負荷制限の織り込み拡大が考えられる。

○ なお、中部関西間連系線ルート断故障時における中部エリアのブラックアウトを防止する観点から、ルート断故障に
伴って追加的に発生する供給力減少事象を考慮し、運用容量に織り込み可能な負荷制限量を評価する。
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32.運用容量の拡大にむけた考え方

○ 中部関西間連系線の運用容量（中部向き）は、平日および土曜日の昼間帯は250万kW、それ以外は200万
kWとしているが、運用容量に織り込み可能な負荷制限量に余裕がある場合は、運用容量の拡大が期待できる。

○ ただし、負荷制限は、周波数回復の最終手段であり、他にバックアップがなく、これをもって周波数が回復できない
場合は、ブラックアウトにいたる可能性がある。そのため、想定外故障（N-3故障以上）において、系統崩壊を
防止するための負荷制限量は考慮した上で運用容量に織り込み可能な負荷制限量を評価する必要がある。

昼間帯：運用容量250万kW 夜間帯夜間帯：運用容量200万kW

【負荷制限可能量のイメージ】
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残余需要が少なく
負荷制限可能量の
確保が比較的
難しい時間帯

負荷制限可能量は
多いものの、予備力は
比較的少ないため、
拡大にあたっては、
停電時の復旧に
時間がかかることも
懸念される時間帯

重負荷期を中心に運用容量
拡大が期待できる時間帯

第４回将来の運用容量等の在り方に関する作業会 資料3-1（2024.12.5）



43.システム改修を伴わない範囲での対応

○ 運用容量の拡大を速やかに実現するため、監視や運用・計画システムは現状のシステムを利用する必要がある。

○ 基幹系統の送電線は、熱容量・安定度・周波数などさまざまな制約の中で運用する必要があり、運転者が各送
電線の潮流値が適切であることを24時間監視している。この監視にあたり、中部エリアでは、これまでの運用容量を
前提に、中部関西間連系線は平日2断面＋休日1断面にて管理値を設定できるシステムを利用している。
（年間共通の管理値）

○ システム改修を伴わない短期的な運用容量の拡大方法としては、運用容量を月別で平日2断面＋休日1断面と
し、運用者が設定値を適宜変更して監視することとする。この範囲であれば、その他の運用・計画システムも対応で
きる見込みである。

0時 8時 22時24時

200万kW

250万kW

＜平日＞

0時 24時

＜休日等＞

200万kW

緑色の数値は、運用者のメンテナンスで変更可能。
基幹給電制御所

運用容量を超過した場合は速やかに調整を指示する。
負荷制限にも影響するため、割り切った監視は回避する。

（電力系統の監視）
第152条 一般送配電事業者及び配電事業者は、自らの供給区域に
おける電力系統に関し、次の各号に掲げる事項を監視する。
（略）
七 流通設備に流れる潮流の状況

（参考）広域機関送配電等業務指針



54.分析結果

○ 2021・2022・2023年度の過去実績を平日・休日・特殊日に区分して分析し、コマごとの運用容量に織り込み
可能な負荷制限量を確認し、3σ相当値から拡大可能な運用容量を算定したところ、平日の夜間帯の一部で
＋20～50万kWほど拡大可能と考えられる。一方で、休日および特殊日は、拡大できない結果となった。



65.要因分析

○ 拡大可能となったのは、需要が大きく、太陽光による逆潮流の影響を受けにくい平日の夜間帯であった。

○ 中部関西間連系線に関して2023年度の市場分断の発生率は、49%（8568コマ）となっている。
このうち、今回の検討で拡大可能と考えられるコマは、年間1300コマであり分断コマの15%に相当する。

○ 平日昼間帯や休日に拡大できなかった主な要因としては、再エネ電源の増加に伴い、昼間帯を中心に、逆潮流
によって負荷制限可能量が減少していることが考えられる。これに対しては、必要な負荷制限装置を追加設置す
ることも考えられるが、設備対策が必要となる。

○ 拡大できない時間帯の混雑に対しては、2026年度からの中地域ループ運用の実現をもって緩和となる。中地域
ループ運用は、ルート断時の負荷制限リスクを回避できるため、信頼度を確保しつつ、運用容量の拡大が期待で
きる。

中部関西間連系線市場分断の発生状況：2023年度17568コマ

分断コマ
8568コマ

（1300コマ）

：分断コマ
：非分断コマ
：それぞれの拡大対象コマ、（）再掲

51%                49%

（772コマ）

拡大対象コマ

非分断コマ



76.運用容量拡大時の影響 N-2永久故障時の復旧時間が増加する可能性

中部関西他

北陸

200万kW

(エリア需要比14%)

周波数

送電停止

ルート断故障

59.5Hz

需要規模：1400万kW

（2月夜間断面相当）

【連系線ルート断故障が発生した場合の停電量・系統復旧操作のイメージ】

単独系統

負荷制限量＝連系線潮流ーEPPSー中部系統容量×3.2%

＝200万kWー60万kWー1400万kW×3.2%/0.5Hz＝95万kW

60万kW

(EPPS)

(1) ルート断発生直後 (2)本系統への再連系

中部関西他

北陸

60万kW

(EPPS)× ×

①予備力を活用して59.5Hzから周波数を回復

②周波数回復後、
北陸エリアに交流連系して
単独系統解消

単独系統は、周波数が
不安定であるため、
速やかに本系統への
再連系を実施する

(3)停電復旧

中部関西他

北陸

200万kWー予備力程度を
他エリアから受電して停電を復旧

× ×

送電停止

○ 中部関西間連系線の運用容量（中部向き）は、平日および土曜日の昼間帯は250万kW、それ以外は200万
kWとしている。

○ 仮に、連系線ルート断故障が発生すると、系統分断によって系統容量が小さくなることから、EPPS 60万kWを受電し
ても100万kWほどの負荷制限が必要となる場合がある。この復旧にあたっては、エリア内の予備力を活用するとともに、
他エリアからの融通受電を依頼して供給力を確保する。

○ 連系線の運用容量拡大によって受電潮流が増えた場合、ルート断故障時の負荷制限量が増加し、停電量と復旧
時間も増加するものの、今回の夜間帯の運用容量拡大は復旧可能な範囲と考えられる。

必要に応じて
運用容量の
拡大を行う

95万kW

(エリア需要比7%)



8（参考）中部関西間連系線ルート断時の停電量の規模

○ 連系線潮流が運用容量の場合に中部関西間連系線がルート断したときの負荷制限量を試算した。

○ 2023年度の運用実績から試算すると、現在の運用容量において100万kW以上の負荷制限が発生する断面
は27%となっている。5スライドの分析結果に基づき夜間帯の一部を＋20～50万kWほど拡大可能した場合、
この割合は32%まで上昇するが、最大量は変わらず、運用容量を拡大できる。

○ なお、中部エリア内の重潮流電源線のルート断故障時は、60Hz系統全体で需給アンバランスを補完できるため
負荷制限量が比較的小さく、過去のルート断実績における負荷制限量は40万kW程度となっている。

負荷制限量

MW

32%

【参考】
①2016年9月8日 12:53

幸田碧南線ルート断故障時
負荷制限量：440MW

（中部エリア需要11時21484MW）
②2017年2月21日
上越火力線ルート断故障時
負荷制限量：384MW

（中部エリア需要 9時21602MW）

➤①幸田碧南線

100万kW以上
27%

運用容量を拡大した場合の試算

現在の運用容量での試算

軽負荷期の平日昼間帯が
主な発生コマとなることから、
160万kW以上の発生割合は
増えていない。

➤②上越火力線



9（参考）再エネ等の連系による負荷制限必要量の増加について

○ 負荷制限装置は、大規模な周波数低下に至る場合に特別高圧の送電線や変圧器を停止させる装置である。

○ 再エネの増加により昼間帯は下位系統の再エネの発電によって負荷制限箇所の負荷向き潮流が減少するため、
再エネ発電時は、負荷制限箇所が多数必要となり、夜間帯と比べて広範囲で停電することも考えられる。

○ 一方で、今回運用容量を拡大する夜間については、逆潮流が少ないためこの影響は限定的と考えられる。

【再エネ発電量が限定的な場合】

：負荷制限装置動作
(当該線路
を停止)

停電箇所 停電箇所

動作

動作 動作

【再エネ発電量が多い場合】

：負荷制限装置

再エネ発電時は、負荷制限箇所が
多数必要となり広範囲で停電する
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10（参考）中地域交流ループによる周波数維持制約解除

○ 2026年度の中地域交流ループ運用が実現すれば、仮に、現在の中部関西間連系線（三重東近江線）の
ルート断故障が発生しても停電は発生しないことから、周波数維持制約は解消予定となっている。

広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）（2023.3.29） 中部電力パワーグリッド他お知らせ（2022.3.31）



11７.まとめ

○ 近年、夜間を中心に中部関西間連系線の市場分断の発生率が上昇している。2026年度の中地域交流ループ
運用の開始によって中部関西間連系線の周波数維持制約は解消予定となっているが、短期的な運用容量拡大
策として、負荷制限の織り込み拡大について負荷制限量の確保の観点やシステム改修を伴わない対応について
検討した。

○ 中部関西間連系線ルート断故障時における中部エリアのブラックアウトを防止する観点から、ルート断故障に伴って
追加的に発生する想定外故障（N-3故障以上）に対応するために必要な負荷制限量を考慮し、運用容量に
織り込み可能な負荷制限量を評価する必要がある。

○ システム改修を伴わない短期的な運用容量の拡大方法としては、現在の監視システムを活用し、運用容量を
月別で平日2断面＋休日1断面での細分化とする。

○ 以上をふまえ、過去の運用実績を分析したところ、技術的には、需要が大きく、太陽光による逆潮流の影響を受け
にくい平日の夜間帯に＋20～50万kWほど拡大可能と考えられる。この拡大可能コマは、市場分断の発生コマの
15%に相当する。

○ 連系線の運用容量拡大によって受電潮流が増えた場合、ルート断故障時の負荷制限量が増加し、停電量と復
旧時間も増加するものの、今回の夜間帯の運用容量拡大は復旧可能な範囲と考えられる。

○ なお、運用容量の拡大にむけては、方針の整理後に遅滞なく実施できるよう、必要な準備を進めることとしたい。ま
た、2026年度からの中地域ループ運用は、信頼度を確保しながら、更なる運用容量の拡大が期待できることから
着実に対応を進めていく。



12（参考）ブラックアウト定期検証

○ 電力レジリエンス総点検では、災害に強い電力供給体制の構築を目指していくことが整理されており、同一電気
所の送電線4回線（N-4故障）、発電所のサイト脱落についてブラックアウトの発生の可能性を定期的に評価
している。

2021年10月14日 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会

第66回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2021.10.14）資料8



13（参考）現在の中部関西間連系線運用容量の設定した経緯

○ 平成初期の中部および東京エリアにおける需要急増時において、需給ひっ迫の回避を目的に、関西以西エリア
から受電する必要があった。

○ すなわち供給力確保の観点から連系線のN-2（ルート断）故障時の負荷制限を考慮し、250万kWとした。

○ その後は、運用容量を維持しつつ、発電設備の増設等によって供給力を確保し、需要の増加に対応してきた。

平成初期は、電力需要が急増し、
融通受電が増加していた

中部電力管内の最大電力

火力最大出力合計

水力最大出力合計

原子力最大出力合計

（平成元年）

電気事業連合会 電力統計情報 https://www.fepc.or.jp/library/data/tokei/ から作成

年期

MW

https://www.fepc.or.jp/library/data/tokei/

